









































































ところで，第 2 部第 5 章では，長年の懸案事項である有事法制の研究の
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じである。しかし，同じ第 2 章の第 2 節になると，様相に変化が見られる。
日米安全保障体制は次のように位置付けられる。
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第 1 章第 1 節に「冷戦後の安全保障環境」を入れた。本腰を入れて，冷
戦後に対応しようとしている。昨年度はわずか 3 ページ余りに過ぎなかっ
たが，今年度は第 1 章の第 1 ， 2 節合わせて30ページ以上にわたっている。
それでも，防衛政策の基本は変わっていない。
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し，国連からの正式の要請を受け， 9 月 8 日に実施計画を閣議で承認し
た。派遣されたのは施設大隊のであり，実施要領に従うとともに，同時に，
現地の活動は「国連カンボディア暫定機構」（UNCTAC: United Nations 













































































































































戦力を再編・合理化する「東アジア戦略構想」（EASI: Strategic Framework 
for the Asian Pacific Rim）を発表し， 2 年後にも「東アジア戦略構想」の


























































（ 3 月），そして沖縄で 3 人の米兵による12歳の少女暴行事件（ 9 月）が起
こる。いずれも防衛庁・自衛隊と無関係ではいられない事件である。阪












































































について，第 2 章第 3 節から第 5 節にかけて，43ページをこれに割いてい
る。巻末資料に新大綱が掲載されているが，これには「日米安全保障体
制」の語が12回登場する（このほかに「米国との安全保障体制」が 1 回だ
け出てくる）。日米安保共同宣言に「アジア太平洋地域」の12回との奇妙
な符合に興味を惹かれる。
新大綱の策定に向けて，1993年 6 月には「新時代の防衛を語る会」を防
衛局長の下に，94年 2 月には「防衛力の在り方検討会議」を防衛庁長官の
下に設けて検討を重ねてきた（p.94）。その結果，旧大綱の基本的な考え
方である「基盤的防衛力構想」を踏襲することとした。制服組には評判が
悪いが，この考え方がもうしばらく維持されることになった。
